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美
浜
発
電
所
の
状
況
に
つ
い
て↑美浜発電所建設中の様子(昭和42年撮影)

安全性向上対策工事着工前の美浜発電所

↑大阪万博会場の電光掲示板(昭和45年撮影)

　

運
転
期
間
を
終
え
た
原
子
力
発
電
所

は
、
ま
ず
、
原
子
炉
か
ら
使
用
済
燃
料
を

取
り
出
し
、
化
学
薬
品
等
を
使
っ
て
配
管

や
原
子
炉
容
器
内
面
に
付
着
し
て
い
る
放

射
性
物
質
を
除
去
し
ま
す
。

　

そ
の
後
、
5
〜
10
年
間
、
放
射
能
が
弱

ま
る
の
を
待
ち
、
建
屋
内
部
の
配
管
や
容

器
等
を
解
体･

撤
去
し
ま
す
。
内
部
の
放

射
性
物
質
を
除
去
し
た
上
で
、
通
常
の
ビ

ル
等
と
同
じ
よ
う
に
建
屋
の
解
体
工
事
を

行
い
ま
す
。

　

現
在
は
、
左
図
の
第
1
段
階
の
解
体
準

備
期
間
と
し
て
、

① 

配
管
内
に
付
着
し
た
放
射
性
物
質
を
除

去
す
る｢
系
統
除
染
工
事｣

　

(

平
成
30
年
3
月
に
作
業
完
了)

② 

原
子
炉
容
器
外
の
線
量
測
定
や
容
器
内

外
の
試
料
採
取･

分
析
を
行
う｢

残
存

放
射
能
調
査｣

③ 

放
射
性
物
質
に
よ
る
汚
染
の
な
い
タ
ー
ビ

ン
建
屋
内
の
機
器
等
の｢

解
体
撤
去｣

が
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

1
号
機･

2
号
機

　

美
浜
発
電
所
1
号
機
及
び
2
号
機
は
、
平
成
27
年
4
月
27
日
に
運
転
を
終
了
し
、

平
成
29
年
4
月
に
原
子
力
規
制
委
員
会
よ
り
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
を
受
け
、
同
年

4
月
か
ら
廃
止
措
置
工
事
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

工
事
は
、
工
程
を
大
き
く
4
段
階
に
分
け
、
約
30
年
を
か
け
て
実
施
さ
れ
て
お
り
、

令
和
27
年
度
の
廃
止
措
置
完
了
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

運
転
を
終
了
し
た
原
子
力
発
電
所
を
解
体
撤
去
し
、
廃
棄
物
の
処
理･

処
分
と
跡
地

を
有
効
利
用
す
る
た
め
の
作
業
を
行
う
こ
と
で
す
。

【
廃
止
措
置
と
は
？
】

美浜発電所1･2号機廃止措置計画の概要
【第1段階】解体準備期間 (認可後～令和3年度)

原子炉格納容器

加圧器

蒸気発生器
原子炉
容器

タービン建屋

海水ポンプ

新燃料庫

●系統除染(平成30年3月に完了)　●放射能調査(平成30年3月より着工)

●2次系設備の解体撤去(平成30年3月より着工)　●新燃料の搬出

復水器

工事

内容

【第2段階】原子炉周辺設備解体撤去期間 (令和4～17年度)

原子炉格納容器 タービン建屋原子炉補助建屋

主な解体範囲

海水ポンプ

発電機

その他2次系設備

新燃料庫

体積制御
タンク

加圧器

蒸気発生器

原子炉
容器

使用済
燃料プール

使
用
済
燃
料
の
搬
出

●原子炉周辺設備の解体撤去　●使用済燃料の搬出

●2次系設備の解体撤去(第1段階に引き続き)

【第3段階】原子炉領域解体撤去期間 (令和18～23年度)

主な解体範囲

使用済燃料プール

原子炉格納容器
タービン建屋原子炉補助建屋

加圧器
蒸気発生器

原子炉
容器

●原子炉領域の解体撤去
●2次系設備の解体撤去(第1、2段階に引き続き)
●原子炉周辺設備の解体撤去(第2段階に引き続き)

【第4段階】建屋等解体撤去期間 (令和24～27年度)

工事

内容

工事

内容

主な解体範囲

原子炉格納容器原子炉補助建屋
工事内容

●建屋等の解体撤去

●管理区域の解除

海水ポンプ

新
燃
料
の
搬
出

原子炉補助建屋

使用済
燃料プール

タービン

体積制御
タンク

主な解体範囲系統除染範囲残存放射能調査範囲

　昭和 37 年に町議会で原子力発電所誘致が議決され、関西電力㈱により、丹生地区に国内

初となる加圧水型軽水炉 ( ＰＷＲ ) の原子力発電所が建設されました。

　しかし、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴い、東京電力福島第一原子力発

電所において環境中へ放射性物質が放出される重大事故が発生したことにより、原子力発電所

の安全基準について大きく見直されることとなりました。

　国は、この事故の教訓や反省、国内外からの指摘を踏まえて、これまでの原子力発電所等

の規制を強化するため、独立性が高い ｢ 原子力規制委員会 ｣ を設置し、同委員会により原子

力発電所等の新たな規制基準が策定されました。

　関西電力㈱では、この ｢ 新規制基準 ｣ を踏まえて、必要な安全対策等について検討し、電力

供給力や運転可能期間、工事費等を総合的に勘案した結果、1･2 号機については廃炉を決定し、

3 号機については新規制基準に適合するための対策工事を実施することとしました。

　今月号では、美浜発電所の各号機の状況についてお知らせします。

　昭和 45 年の大阪万博では、初めて美浜発電所 1 号機から原子力の電気を送り、昭和 47 年に

2 号機、昭和 51 年に 3 号機が運転を開始して以来、関西地域に電力を供給し続けています。

　美浜町は ｢ 原子力と共生する町 ｣ として、半世紀にわたり安全 ･ 安心を追及しつつ、原子

力発電のパイオニアとして、国のエネルギー政策に貢献してきました。
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3
号
機

　

美
浜
発
電
所
3
号
機
で
は
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電

所
事
故
後
に
定
め
ら
れ
た｢

新
規
制
基
準｣

に
適
合
す

る
た
め
の｢

安
全
性
向
上
対
策
工
事｣

が
平
成
29
年
6

月
か
ら
実
施
さ
れ
て
お
り
、
令
和
2
年
9
月
の
工
事
完

了
が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

美
浜
発
電
所
1･
2
号
機
で
解
体
撤
去

を
行
う
と
、
約
35
万
４
，
６
０
０
ト
ン
の

解
体
廃
棄
物
が
発
生
し
ま
す
。こ
の
う
ち
、

約
97
％
は
、
放
射
性
廃
棄
物
で
は
な
く
、

ビ
ル
等
の
解
体
で
発
生
す
る
一
般
廃
棄
物

と
同
様
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
や
鋼
材
で
す
。

　

ま
た
、
約
2
％
は
放
射
能
レ
ベ
ル
が
と

て
も
低
く
、
放
射
性
廃
棄
物
と
し
て
扱
う

必
要
の
な
い｢

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
対
象
物｣

と
い
わ
れ
る
も
の
で
す
。
こ
れ
ら
は
、
道

路
路
盤
材
や
鉄
筋
等
に
再
利
用
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
そ
し
て
、
残
り
の
約
1
％

が
放
射
性
廃
棄
物
で
す
。

産業廃棄物  産廃処分場

リサイクル 路盤材等

放射性廃棄物
でない
一般廃棄物
及び

クリアランス物

建物のコンクリート、ガラス、金属等

解体用資材等
金属、コンクリート
ガラス等

放射能レベルが

極めて低い廃棄物

放射能レベルが

比較的低い廃棄物

放射能レベルが

比較的高い廃棄物

トレンチ処分

　　ピット処分

放射性廃棄物でない一般廃棄物

放射性廃棄物でない一般廃棄物
　　　及びクリアランス物の処理処分

放射性廃棄物

クリアランス対象物 放射性廃棄物の処理処分

固体廃棄物の処理･処分方法

　

原
子
力
発
電
所
の
運
転
や
解
体
に
伴

い
発
生
す
る
放
射
性
廃
棄
物
の
う
ち
、

放
射
性
物
質
の
放
射
能
レ
ベ
ル
が
低
く
、

人
体
の
健
康
へ
の
影
響
が
ほ
と
ん
ど
な

い
も
の
に
つ
い
て
は
、
国
の
認
可･

確

認
を
経
て
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
物
と
な
り
、

リ
サ
イ
ク
ル
ま
た
は
産
業
廃
棄
物
と
し

て
処
分
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
こ

の
制
度
を｢

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
制
度｣

と

い
い
ま
す
。

　

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
制
度
で
は
、
人
体
の

健
康
へ
の
影
響
が
な
い
放
射
能
レ
ベ
ル

の
基
準｢

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
レ
ベ
ル｣

が

設
け
ら
れ
て
お
り
、
自
然
界
か
ら
受
け

る
放
射
線
量
の
１
０
０
分
の
1
以
下
の

年
間
０
．
０
１
ミ
リ
シ
ー
ベ
ル
ト
に
相

当
す
る
放
射
能
濃
度
を
ク
リ
ア
ラ
ン
ス

レ
ベ
ル
と
し
て
い
ま
す
。

↑ クリアランス物を再利用して作られた関西電力㈱
原子力事業本部(郷市)のベンチ

1･
2
号
機
解
体
で
発
生
す
る
廃
棄
物
の
約
97
％

は
、
放
射
性
廃
棄
物
で
は
な
く
、
一
般
廃
棄
物(

コ
ン

ク
リ
ー
ト
や
鋼
材
等)

で
す
。

発
電
所
内
の
放
射
性
物
質
は
、

廃
止
措
置
に
伴
い
低
減
し
て
い

き
、
最
終
的
に
は
自
然
界
と
同

程
度
の
量
に
な
り
ま
す
。

廃止措置に伴う放射性物質の量の低減

運転中

燃料の搬出

周辺設備の解体

原子炉等の解体

建屋等の解体

放
射
性
物
質
の
量

発電期間 廃止措置期間

▼廃止決定/廃止措置計画認可

▼廃止措置
　終了確認

● 使用済燃料の搬出、原子炉やその周辺施設の
解体によって放射性物質が大幅に低減

自然界における
放射性物質の量

｢

新
規
制
基
準｣

施
行　

平
成
25
年
7
月
8
日

適
合
性
申
請(

関
西
電
力
㈱)

原
子
力
規
制
委
員
会　

ヒ
ア
リ
ン
グ･

審
査
会
合

平成27年3月17日
･原子炉施設の
 基本設計･方針

平成27年11月26日

･原子炉施設の詳細設計

平成27年3月17日

･運転管理体制

･ 原子炉施設の運用に関する事項

平成27年11月26日
･ 原則40年の運転期間を60年ま
で延長

平成28年
10月5日

平成28年
10月26日

原子炉設置
変更許可申請

工事計画
認可申請

保安規定
変更認可申請

運転期間延長認可に
係る審査

平成28年
11月16日

運転期間延長
認可の条件

平成29年6月

工事着工

令和2年9月

工事完了予定
⇒ ⇒

平成29年12月15日

使用前検査(※)申請
⇒ 検査実施

【※使用前検査】
　 安全対策設備が工事計画認可どおりであるかを確認

するため、各段階で実施する機能･性能の検査

令和２年
2月27日

令和2年9月工事完了予定
令和2年7月現在

｢新規制基準｣への適合審査の対応状況
(原子力規制委員会への許認可申請及び許認可の状況)

安全性向上対策工事を進めている美浜発電所

許可

認可

認可

認可

完了
予定

  中深度処分

美浜１･２号機
廃棄物発生推定量(※)

※美浜発電所１･２号機廃止措置計画の見込み数値より

1号機 2号機 3号機

安全性向上対策工事

↑ タービン解体の様子

(約354,600トン)
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｢
新
規
制
基
準｣

は
、福
島
第
一
の
事
故
や
海
外
の
規
制

動
向
を
踏
ま
え
、従
来
の
安
全
基
準
の
強
化
と
重
大

事
故
へ
の
対
策
を
含
め
た
新
た
な
安
全
基
準
で
す
。

　

原
子
力
発
電
所
は
、
万
が
一
、
ト
ラ
ブ

ル
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
も
、
原
子

炉
を｢

止
め
る｣｢

冷
や
す｣
、
放
射
性

物
質
を｢

閉
じ
込
め
る｣

こ
と
で
、
安
全

を
守
っ
て
い
ま
す
。

　

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
で
は
、

地
震
発
生
に
伴
い
原
子
炉
が
自
動
停
止
し

た
も
の
の
、
そ
の
後
に
襲
来
し
た
津
波
に

よ
り
全
電
源
と
炉
心
冷
却
機
能
を
喪
失
し

ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
燃
料
や
原
子
炉
容
器
が

損
壊
、
水
素
爆
発
が
発
生
し
、
閉
じ
込
め

機
能
が
失
わ
れ
た
た
め
、
放
射
性
物
質
が

環
境
中
へ
放
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら｢

地
震･

津
波･

浸
水

対
策｣｢

電
源
及
び
冷
却
設
備
の
多
重
化･

多
様
化｣｢

放
射
性
物
質
拡
散
を
防
止･

抑
制
す
る
対
策｣

が
重
要
と
な
り
、
新
規

制
基
準
で
は
、
想
定
を
上
回
る
自
然
災
害

や
テ
ロ
攻
撃
な
ど
に
備
え
た｢

重
大
事
故

対
策･

テ
ロ
対
策｣

、
既
存
の
設
備
の
安
全

対
策
を
強
化
す
る｢

設
計
基
準
の
強
化｣

、

活
断
層
調
査
の
強
化
や
津
波
防
護
策
を
定

め
た｢

地
震･

津
波
対
策｣

が
新
た
に
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

福島第一原子力発電所事故の進展を踏まえた対策

地震発生

津波襲来

原子炉自動停止
外部電源喪失

非常用電源起動
炉心冷却系起動

全電源喪失

炉心冷却機能喪失

炉心損傷･水素発生

原子炉建屋へ水素･
放射性物質漏えい

原子炉建屋の
水素爆発

環境へ放射性
物質放出

①止める

②冷やす

地震や津波･
浸水対策の
大幅な強化

電源及び
冷却設備の
多重化･多様化

発電所外への
放射性物質の
拡散を防止･
抑制する
対策の増強

③閉じ込める

②冷やす

■事故の進展 ■事故後の
　対策強化･追加

原子力発電所の新規制基準

■従来の規制基準

■新規制基準

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震･耐津波性能

意図的な航空機衝突への対応

放射性物質の拡散抑制対策

格納容器破損防止対策

炉心損傷防止対策

内部溢水に対する考慮(新設)

電源の信頼性(独立の2回線確保等)

耐震･耐津波性能(防潮堤の設置等)

(複数の機器の故障を想定)

自然現象に対する考慮
(火山、竜巻、森林火災を新設)

火災に対する考慮
(難燃性ケーブルの使用等)

その他の設備の性能
(通信設備の強化等)

･設計基準の強化
･ 外的事象に対する
 考慮の拡大

新規制基準に基づき美浜発電所3号機で進められている安全対策

①事故発生防止　　…地震や津波、竜巻等の自然災害や火災から発電所を守る備え

②事故進展防止　　… 電源や冷却機能の強化により原子炉等を安定的に冷却し、

重大事故を防ぐ対策

③事故拡大防止　　… 原子炉格納容器の破損防止や放射性物質の拡散抑制等、

万一の重大事故に対応するための対策

④万一の更なる備え…テロや大規模災害等、あらゆる事態を想定した対策

40
年
超
運
転
の
必
要
性

原
子
力
発
電
の
停
止
に
よ
り

火
力
発
電
の
割
合
が
急
増

　

昭
和
48
年
の
第
一
次
石
油
危
機
以
降
、

日
本
で
は
、
石
油
依
存
か
ら
脱
却
す
る
た

め
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
を
進
め
て

き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の

事
故
以
降
、
全
国
の
原
子
力
発
電
所
は
順

次
停
止
し
、
平
成
26
年
度
に
は
原
子
力
発

電
の
割
合
が
0
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
も
積
極

的
に
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
事
故
後
は
、

電
力
安
定
供
給
の
た
め
、
老
朽
化
に
よ
り

休
止
し
て
い
た
火
力
発
電
所
を
再
稼
働
さ

せ
る
等
、
火
力
発
電
を
増
強
し
て
電
力
を

ま
か
な
っ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
火

力
発
電
の
割
合
は
急
増
し
、
石
油
危
機
の

頃
よ
り
高
い
状
態
と
な
り
ま
し
た
。

原
子
力
発
電
は
、
優
れ
た
3
Ｅ

で
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
を
支

え
る
重
要
電
源

　

国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
基
本
的
な
方

向
性
を
示
す｢

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画｣

で
は
、｢

安
全
性｣

を
前
提
に｢

エ
ネ
ル

ギ
ー
の
安
定
供
給｣｢

経
済
効
率
性
の
向

上｣｢

環
境
へ
の
適
合｣

を
基
本
的
な
視

点(

Ｓ
＋
3
Ｅ)

と
し
て
取
り
組
む
こ
と

が
重
要
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
中
で
、
原
子
力
発
電
は
3
Ｅ
の
す

べ
て
の
点
に
お
い
て
優
れ
た
特
性
を
持
っ
て

お
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
を
実
現
す

る
た
め
の
重
要
な
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド
電
源
と

し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

安定供給
Energy 
security

経 済 性 環  境
EnvironmentEconomical

effi  ciency

安全性
Safety

｢S＋3E｣の考え方

２
０
３
０
年
、電
力
の
約
2
割
を

原
子
力
で
ま
か
な
う
方
針

　

国
が
示
し
て
い
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給

構
造
の
将
来
あ
る
べ
き
姿
で
は
、
3
Ｅ
と

エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
達
成
に
向
け
た

２
０
３
０
年
度
の
電
源
構
成
と
し
て
、
Ｌ

Ｎ
Ｇ
火
力
発
電
が
約
27
％
、
石
炭
火
力
発

電
が
約
26
％
、石
油
火
力
発
電
が
約
3
％
、

原
子
力
発
電
が
約
20
〜
22
％
、
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
が
約
22
〜
24
％
と
見
込
ま
れ

て
い
ま
す
。

国が目指す10年後の電源構成

3
Ｅ
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
確
立
に
は
、

40
年
超
の
運
転
も
選
択
肢
の
一
つ

　

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
を
受

け
て
、
平
成
24
年
に｢

運
転
期
間
延
長
認

可
制
度｣

が
導
入
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
原
子
炉
を
運
転
す
る
こ
と
が

で
き
る
期
間
を
40
年
と
し
、
そ
の
満
了
ま

で
に
原
子
力
規
制
委
員
会
の
認
可
を
受
け

た
場
合
に
は
、
1
回
に
限
り
最
大
20
年
延

長
す
る
こ
と
を
認
め
る
制
度
で
す
。

　

す
べ
て
の
既
設
炉
が
運
転
延
長
を
せ
ず

に
40
年
で
廃
止
し
た
場
合
、
２
０
３
０

年
度
に
向
け
た
電
力
の
需
給
見
通
し
で

示
さ
れ
た
原
子
力
発
電
の
割
合(

約
20
〜

22
％)

を
達
成
で
き
ず
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

ミ
ッ
ク
ス
の
確
立
が
困
難
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
高
い
安
全
性
が
確
保
さ
れ

た
原
子
炉
の
40
年
超
運
転
は
、
日
本
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
重
要
な
選
択
肢
の
一
つ

と
な
っ
て
い
ま
す
。

美
浜
発
電
所
3
号
機
に
つ
い
て
は
安
全
性
が
認

め
ら
れ
、
平
成
28
年
に
原
子
力
規
制
委
員
会
よ

り
運
転
期
間
延
長
の
認
可
を
受
け
て
い
ま
す
。

バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
が
重
要

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
乏
し
い
日
本
で
は
、

特
定
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
依
存
す
る
の
で
は

な
く
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
安
定
確
保
や

生
活･

経
済
活
動
に
影
響
を
与
え
る
電
気

料
金
、
地
球
温
暖
化
へ
の
対
応
等
を
考
慮

し
な
が
ら
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た｢

エ
ネ

ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス(

※)｣

を
再
構
築
す
る

こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

※ 

さ
ま
ざ
ま
な
発
電
方
法
を
組
み
合
わ
せ
て
電

力
を
ま
か
な
う
こ
と
。

新
設

新
設

強
化
ま
た
は
新
設

強
化

テロ対策

重大事故対策
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３
号
機
の
安
全
性
向
上
対
策
工
事
で
は
、
事
故
の
発
生･

進
展･

拡
大
を
防
止
す
る
対
策
を

何
段
階
に
も
講
じ
、
多
様
化･

多
重
化
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

①事故発生防止

②事故進展防止

地震や津波、竜巻等の自然災害や火災から
発電所を守る備え

電源や冷却機能の強化により原子炉等を
安定的に冷却し、重大事故を防ぐ対策

③事故拡大防止 原子炉格納容器の破損防止や放射性物質の拡散
抑制等、万一の重大事故に対応するための対策

④万一の更なる備え

美浜発電所の見学会を開催します
　町では、今回お知らせした美浜発電所３号機の｢安全性向上対策工事｣に
ついて、現地でご確認いただける見学会を次のとおり実施します。

● 対象者　　町内に住所を有する方

● 開催日時　第1回:8月25日(火)、第2回:8月29日(土)　午後1時～5時

● 見学内容　美浜発電所3号機の安全性向上対策工事の状況

● 申込方法　①氏名、②住所、③生年月日、④電話番号、⑤参加希望日を下記までご連絡ください。
　　　　　　FAX、メールで申し込む場合は、必要事項を記入のうえ送信してください。

● 申込締切　8月7日(金)　午後5時　※ 申込締切後、参加者に詳細を通知します。

● その他　　見学会当日は、本人確認のため写真付き身分証明書(運転免許証等)をご持参いただきます。

※お問い合わせ･申込先
　町エネルギー政策課 防災･原子力対策室(担当・上光) 
　電話:32‐6716　FAX:32-5956　メール:genshiryoku@town.fukui-mihama.lg.jp

森林火災の延焼を防ぐため、
発電所周辺の樹木を伐採し、
防火帯(幅18m)を確保

外部火災への備え
浸水させないことを基本として防潮堤を設置(最大の津波高さを4.2mと想定)
また、想定を超えた場合に備え、水密扉を設置(26箇所)

津波への備え

重要機器ケーブルの難
燃性ケーブルへの取り
替えや防火シート施工

内部火災への備え

想定される最大規模の地
震の揺れ(基準地震動)を
993ガルとし、評価･確
認･対策を実施

地震への備え

国内で観測された最大級の
竜巻を超える竜巻(最大風速
100ｍ/秒)が発生した場合
に、飛来物から重要機器を守
る対策設備を設置

竜巻への備え

燃料の冷却に必要な水を注入するポンプを動かすための｢電源｣の確保が重要となるため、外部電源の強化や、発電所内の電源の多
重化･多様化を実施

電源の強化

原子炉を冷やす複数の冷却設備が同時に機能を失う場合を想定し、原子炉内の燃料が溶けるような重大事故を防ぐために、冷却機
能の復旧や代替する設備の多様化を実施

冷却機能の強化

使用できない
場合に備え

想定を超えた
場合に備え

海
水
ポ
ン
プ(

既
設)

故障に備え

使用できない
場合に備え

給
水
ポ
ン
プ(

既
設)

使用できない
場合に備え

さらなる
備えとして

非
常
用
炉
心
冷
却
設
備

(

既
設)

使用できない
場合に備え

・ 格納容器スプレイリングから水をスプレイし、圧力
や温度を低下させ、格納容器破損を防止するための
注水ポンプの代替ポンプを配備

・ 原子炉下部キャビティに直接注水し、溶けた燃料を
冷却するための注水ポンプを設置

・ 注水した際の原子炉格納容器や下部キャビティの水
位を確認する水位計を設置

溶けた燃料の冷却･格納容器の破損防止

放射性物質の拡散を抑えるために、
放水砲などによる放水手段(大気拡散
抑制)とシルトフェンス(海洋拡散抑
制)を整備

放射性物質の拡散抑制

事故制圧や拡大防止を図るための対
策本部となる｢緊急時対策所｣と事故
の即時対応や長期化した場合の支援
(要員の宿泊、待機、資材受入)を目的
とした｢免震事務棟｣を設置

緊急対策施設

発生した水素を燃焼や
結合により取り除く装
置を設置

水素爆発防止

地震や津波等による
がれきを撤去するた
めの重機を配備

アクセスルートの確保

・ 大型航空機の衝突やその他のテロ行為等があっても、格納容器の損傷を防止する機能を有する｢特定重大事
故等対処施設｣を設置

・ 特定重大事故等対処施設には、緊急時の制御室や原子炉内の圧力を遠隔操作で下げる設備、炉心や格納容
器への注水ポンプ、発電機等を配備

・施設を設置する場所は、原子炉建屋と同時に破損することを防ぐために必要な距離を確保

テロや大規模災害等、あらゆる事態を想定した対策

使用済燃料プール 格納容器外部遮へい壁補強工事補強のための鋼管杭設置

水密扉

電源車空冷式非常用発電装置非常用ディーゼル発電機(既設)外部電源強化(鉄塔大型化)

大容量ポンプ

中圧ポンプ

可搬式代替ポンプ

免震事務棟

緊急時対策所シルトフェンス(イメージ)

放水砲

がれき撤去用重機

※ 応募多数の場合は、見学会を追加開催します。

海水ポンプ(予備品)

送水車

恒設代替ポンプ

構台設置工事

金属ネットや鋼板で保護された機器

外周防潮堤(標高6.0m)
防火帯

使用済燃料プール補強･ラック取替工事

汚染水拡散
抑制用カーテン

原子炉格納容器

格納容器スプレイリング

水位計

原子炉下部キャビティ
溶けた燃料

燃料棒

3号防潮堤(標高5.5m、6.0m)

参加者
募集中

水素燃焼装置

水素再結合装置

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋


